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はじめに

本稿は，主として1977年以降の台湾研究の動向

を近現代史，経済および政治の分野にわたって展

望したものである。地域研究としての台湾研究

は，これまで「一つの中国論」という政治的イデ

オロギーから多くの制約を受けてきたことは否め

ない。しかし，台湾がアジア NICsの一員として

めざましい経済成長を達成したことや， 1980年ご

ろからはじまった中国の対外経済開放政策による

イデオロギーの軟化などの影響を受けて，台湾へ

の関心はこれまでにない高まりをみせており，台

湾関係の論著も若干数を増している。とはいえ，

台湾についての本格的研究は，研究者の層が薄い

ということもあって，いまだに立ち遅れているの

が現状である。

I 近現代史

1978年4月に創刊された『台湾近現代史研究』

は，主に1H植民地時代の台湾を基礎的かつ実証的

に研究する理論誌である。これは，裁隣坪氏らそ

れぞれの専門領域の研究者が1970年の夏に組織し

た台湾近現代史研究会の研究成果を掲載した会誌

であるが， 84年12月までにすでに 5号を刊行して

いる。台湾の近現代史研究も，このような地道な

研究が積み重ねられる形で，より高い水準へ到達

することが期待できよう。

『台湾近現代史研究』を中心に植民地台涛の諸

研究を概鍋すると，まず取りあげなければならな

いのは霧社事件である。 9篇の論文および日誌，

文献目録などを網羅した基本資料からなる戴國畑

編著『台湾霧社蜂起事件一ー研究と資料ーー』〔31J

は，文明や人間性への省察にもとづく共通の問題

意識を通じて，台湾の少数民族である高山族の抗

日武装闘争，つまり霧社事件を解明しようとする

意欲的労作である。蜂起の鎮圧過程で，単に「軍

事的帰結」にとどまらず， H本国内政治体制への

波及過程と「政治的帰結」までを視野に入れた春

山明哲の研究〔44〕がある。台湾領有以後の H本

の対高山族支配政策の実態とその変遷を分析した

小島麗逸の論文 (20〕は力作である。小島 (19J

はまた，台湾山地を有効に統治するための日本支

配者の調査活動史について，詳しい考察を加えて

いる。

森久男〔49〕は，総督府の殖産興業政策全体の

なかで，糖業保護政策がどのような意義をもった

か，ということについて論述している。台湾糖業

研究史に関連して，高橋泰隆〔33〕は，両大戦間

における台湾糖業について，台湾糖業への日本の

民間資本輸出および台湾に進出した糖業資本の活
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動史などを考察して，戦前期日本資本主義による

植民地支配の日本的特質を浮かびあがらせようと

試みている。台湾糖業問題と台湾経済史の全体像

をどう接合させるか，これらの論文は多くの示唆

を与えてくれるだろう。

若林正丈『台湾抗H運動史研究』〔59〕は， 1920

年代を中心とする台湾漢族系住民の後期抗H運動

のあり方を，一方において，五四運動以降の中国

の近代的ナショナリズムの展開，他方において，

台湾議会設置請願運動の背景となった日本国内の

大正デモクラシーの高揚，という 2方面からの影

響に基本的視角をおいて，解明しようとしてい

る。台湾抗日ナショナリズムの歴史的問題をよく

把握している点では，本書は高く評価できよう。

台湾議会設置請願運動を積極的に支持した台湾文

化協会は，イデオロギーの対立や主導権をめぐり

1927年に左右に分裂し，右派は台湾民衆党を結成

した。これに関連した研究として伊東昭雄の論文

〔3,4〕を見逃してはならないだろう。

II 経済

中進国問題を論じるとき，台湾はその代表的中

進国の一つとして重要な研究対象である。成長メ

カニズムに焦点を当てて，台湾経済を複線型成長

パターンと呼んでいる今岡日出紀の研究〔 7]は

注目すべきである。比較優位にもとづく労働集約

財への特化という単線的性格が強調されてきた従

来の輸出主導型工業化論に対し，今岡は，輸出拡

大から派生する需要，とくに中間財儒要が国内生

産化されるメカニズムも重視した。したがって，

台湾における製造工業の発展は，労働集約型と資

本集約型の同時的展開であったことになる。

従属理論を出発点としている劉進慶の研究〔53〕

台湾

は，社会的・経済的構造の解明に力を入れてい

る。劉は，特定の産業部門における対内循環の確

立と，貿易，資本収支を通じての対外循環との間

に均衡が保たれている状態を自立的経済と仮定す

る，という視点に立って台湾の経済成長と構造変

化の過程を考察している。劉によれば，台湾の対

内循環の自立指向は強化されたが，それを支える

国内市場が狭く，対外循環はとくに技術と市場に

おいて従属的であり，両者のトータルなバランス

はなおも従属に傾いているという。台湾経済の従

属的発展を日本企業の進出の側面からとらえた研

究には井上雅雄〔 5]がある。

1960年以降，台湾と韓国はともに急速な経済発

展を実現してきたが，その内容をみると多くの相

違点が存在していることも事実である。篠原三代

平編『第三世界の成長と安定』 (25]のなかで，柳

原透伊東和久，今岡日出紀らは，それぞれの研

究テーマに沿って両国の相違を指摘している。台

湾と韓国の経済比較に関する総合的研究の数は少

なく，未開拓の領城ともいえる。両国経済の実態

を一般論的に比較分析したものには，西村敏夫

『韓国に挑戦した台湾』〔40〕がある。

台湾が，外国直接投資を有効に活用して急速な

経済発展をなしとげたことはよく知られている

が，小島清〔18〕はアメリカと日本の対台湾直接

投資を比較研究している。台湾での多国籍企業問

題については，林彩梅〔56]および江夏健一（ 9〕

などがある。台湾経済の発展の大なき柱となって

いる外国からの技術協力に関しては，斎藤優〔23]

があることを見落せない。このほか，台湾の先進

国依存型の貿易構造における対日貿易の展開につ

いて論述したものには笹本武治の研究〔24〕があ

り，戦後の日台経済関係を知るうえで有益であ

る。
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台湾の工業発展過程での労働市場における需給

調整のメカニズムを解明しようとしている白木三

秀〔27〕は，労働市場の特徴として，工業化がき

わめて労働吸収的なものであったことを実証的に

明らかにしたが，工業化の研究に参考となる点も

多い。一方，劉進慶 [54〕は，低賃金という国際

比較優位の条件を喪失している台湾の産業が，資

本・技術集約型産業への構造転換を迫られている

とみるが，同時にその達成のためには，労働基本

権の保障など労働民主化問題の解決が先決である

との問題提起を行なっている。

以上みたように，台湾経済に関する研究は，依

然としてマクロ的なアプローチが主流である。企

業ベースのケース・スタディヘの関心が日増しに

高まりつつある現在，それに関する研究が今後に

待たれる。

JII 政治

国際的に孤立している台湾は，国交を結んでい

ない国との間に，実質関係を維持強化することを

重要な対外政策としている。武見敬三 (35〕は，

1972年に日台が断交した後，双方における交渉チ

ャンネルの再編過程を詳細に分析している。 13台

間の実務関係に関する研究はいまだに少ない。池

井優 (1〕と併読すれば，日台間の相互関係をあ

る程度理解することができよう。

1979年に中国とアメリカは「台湾問題」を棚上

げにして，正常な外交関係を樹立した。滝田賢治

(34Jは，米台間の新たな実質関係を規定した「台

湾関係法」を事例として，台湾問題に対する日・

米の処理の仕方の相違点を明らかにしようとする

試みである。米中国交正常化後，アメリカは対台

湾兵器売却政策を継続しており，それに関する時
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事的分析は多数あるが，米中間に生起している政

治的軋礫を描き出した平松茂雄〔46〕は，緻密な

分析を行なっている点で評価される。

中台関係については，中川昌郎 (39〕が，中台

間の人的接触と物質の交流を考察しながら，台湾

問題の将来を展望している。中川によれば， 「第

3次国共合作」または中国による台湾武力侵攻の

可能性はきわめて少ない。むしろ，今後において，

中台間の経済的補完関係が定着するだろうとの見

解は重要な示唆を与えるものである。

台湾内部の政治情勢を分析した著作はほとんど

みられない。とくに国民党政治に関する包括的な

基礎研究はいまだに確立されていない。若林正丈

〔60〕は，台湾における選挙の性格を通じて，台

湾政治の現状に迫る興味深い論稿である。台湾民

主化運動の略史を論じた加々美光行〔12〕は，多

分に試論的性格を免がれていないが，これまで解

明されることの少なかった台湾の政治的・社会的

背景をかなり明確にしたという意味で，台湾政治

の民主化を論じるうえでの有意義な素材を提供し

たといえよう。
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